
委　託　契　約　書

　　神栖市（以下「甲」という。）と　　　　　　　　　　　　　　　（以下「乙」という。）は，「かみす市議会

だより」（以下「だより」という。）の印刷及び新聞折り込みに関して次のとおり契約を締結する。

（ページ単価）

第１条　だより１ページあたりの単価は，次のとおりとする。

１ページ　：　　円　　　銭（消費税及び地方消費税の額を含まず）とする。

（規格及び仕様）

第２条　だよりの規格及び仕様は仕様書のとおりとする。

（印刷業務の委託期間）

第３条　甲が乙に委託するだよりの印刷は，契約日の翌日から令和４年　３月３１日までとする。

（新聞折込料）

第４条　新聞折込料は，だより１部につき，　１１．１円（消費税及び地方消費税の額を含まず）とする。ただし，臨時の新聞折込料については，別途協議とする。

２　前項の新聞折込料は，乙が新聞店に立て替え払いし，乙は甲に，当該金額を別途請求するものとする。

（ホームページ掲載用ファイル作成）

第５条　乙は，市ホームページ掲載に関するファイルを毎号作成し，電子メール等で乙へ納品するものとする。

（談合その他不正行為による契約の解除）

第６条　甲は，乙がこの契約に関して，次の各号のいずれかに該当したときは，契約を解除することができる。
　(1) 乙が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律(昭和２２年法律第５４号。以下「独占禁止法」という。)第４９条に規定する排除措置命令が確定したとき。

(2) 乙が独占禁止法第６２条第１項に規定する課徴金の納付命令が確定したとき。

(3) 乙(乙が法人の場合にあっては，その役員又は使用人を含む。)について，独占禁止法第８９条第１項，第９０条若しくは第９５条 (独占禁止法第８９条第１項又は第９０条に規定する違反行為をした場合に限る。)に規定する刑又は刑法(明治４０年法律第４５号)第９６条の６若しくは第１９８条に規定する刑が確定したとき。

（賠償の予定）

第７条　乙は，乙がこの契約に関して前条第１項各号の一に該当したときは，甲が契約を解除するか否かを問わず，また，業務完了の前後を問わず，業務委託料の１００分の１５に相当する額を賠償金として甲の指定する期間内に支払わなければならない。ただし，前条第１項第１号，第３号及び第４号に掲げる場合において，排除措置命令又は審決の対象となる行為が不公正な取引方法(昭和５７年公正取引委員会告示第１５号)第６項に規定する不当廉売であるときその他甲が特に認めるときは，この限りでない。

（暴力団の排除）

第８条　 甲は，乙が次の各号のいずれかに該当するときは，この契約を解除することができる。

(1) 役員等（乙が個人である場合にはその者を，乙が法人である場合にはその役員又はその支店若しくは契約を締結する事務所の代表者をいう。以下この項において同じ。）が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「暴力団対策法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員（以下この項において「暴力団員」という。）であると認められるとき。

(2) 暴力団（暴力団対策法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下この項において同じ。）又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められるとき。

(3) 役員等が自己，自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって，暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められるとき。

(4) 役員等が，暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し，又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持，運営に協力し，若しくは関与していると認められるとき。

(5) 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められるとき。

(6) 再委託その他の契約にあたり，その相手方が第１号から第５号までのいずれかに該当することを知りながら，当該者と契約を締結したと認められるとき。

(7) 乙が，第１号から第５号までのいずれかに該当する者を再委託その他の契約の相手方としていた場合（前号に該当する場合を除く。）に，甲が乙に対して当該契約の解除を求め，乙がこれに従わなかったとき。

２　前項の規定によりこの契約が解除された場合において，乙は，契約金額の１０分の１に相当する額を違約金として甲に支払うものとする。

３  前項の規定による違約金の請求は，別に損害賠償の請求を妨げるものではない。
４　甲が第1項の規定により本契約を解除した場合，甲は乙に生じた損害を賠償する責任は負わない。
（契約保証金）

第９条　契約保証金は免除する。

（納入検査等）

第１０条　乙は印刷及び配布が完了したときは，その旨を甲に通知し，検査を受けなければならない。

（委託料の請求及び支払）

第１１条　乙は，前条の規定による検査に合格したときは，甲に対して委託料の支払を請求するものとする。

２　甲は，前項の支払請求があったときは，その日から３０日以内に支払わなければならない。

（損害のために必要を生じた経費の負担）

第１２条　委託業務の処理に関し発生した損害（第三者に及ぼした損害を含む。）のために必要を生じた経費は，乙が負担するものとする。ただし，その損害が甲の責に帰する事由による場合においては，その損害のために必要を生じた経費は，甲が負担するものとし，その額は甲乙協議して定める。

（履行遅滞の場合における遅滞金）

第１３条　甲は，乙の責に帰する事由により，履行期限までに委託業務を完了することができない場合において，履行期限後に完了する見込みがあると認めたときは，履行期限を延長することができる。

２　前項の場合において，乙は，業務委託料に対して，延長日数に応じ政府契約の支払遅延防止等に関する法律（昭和２４年法律第２５６号）第８条第1項に定める率と同じ率（以下「支払遅延防止法の率」という）の割合を乗じて計算した金額を遅滞金として甲に支払わなければならない。

３　甲の責に帰する事由により第１１条の規定による業務委託料の支払が遅れた場合には，乙は，甲に対して支払遅延防止法の率の割合で遅延利息の支払を請求することができる。

（契約に定めのない事項）

第１４条　この契約に定めのない事項またはこの契約について疑義が生じた事項については，必要に応じて甲乙協議して定めるものとする。

　　上記の契約を証するため，本書２通を作成し，甲乙記名押印の上，各自１通を保有する。

令和　　年　　月　　　日

甲　　茨城県神栖市溝口４９９１番地５　

　　　　　　

神栖市長　　石　田　　　進　　　　　　　　

乙　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
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